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外国特に B プラン(独)， PAZ (仏)， PUD (米)との比較考察を行って，さらに展開すべき方向づけを導き，地区協
議型の計画管理の必要性を解明している。
(4) 制度上の実績に応じるユーザーとしての人の評価が，最終的な空間効果に結び、つくという視点から，計画的開発の
3事例について意識調査を実施し，景観的特性のまとまり概念を設定して，その認知構造を導き，空間効果のあり方を
明らかにしている。
(5) 以上の諸結果を総括し，市街地形成における意味ある空間的まとまりを計画的に誘導する手法確立のために，都市
計画制度の適用に関して，空間構成手法としての仕組みを充実するための総合的条件提示を行っている。
以上のように，本論文は，市街地整備における空間形成を実体的に展開するための視点を明確にしつつ，政策工学的
試みを行って成果をあげており，都市計画学に寄与をもたらしている。よって本論文は博士論文として価値あるものと
認める。
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